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福岡地裁平成五年（行ウ）第一七号、七・九・二〇判決

判 決

原 告 株式会社西福岡自動車学校

被 告 福 岡 県 地 方 労 働 委 員 会

補助参加人 全国一般労働組合福岡地方本部

(主文)

一 補助参加人を申立人、原告を被申立人とする福岡労委平成三年(不)第六号不当労

働行為救済申立事件について被告が平成五年六月二一日付けをもってなした別紙命令

書記載の命令中、主文第一項を取り消す。

二 原告のその余の請求を棄却する。

三 訴訟費用中、参加によって生じた費用はこれを二分し、その一を原告の、その余を

補助参加人の各負担とし、その余の費用はこれを二分し、その一を原告の、その余を

被告の各負担とする。

(事実及び理由)

第一 請求

補助参加人を申立人、原告を被申立人とする福岡労委平成三年(不)第六号不当労働

行為救済申立事件について被告が平成五年六月二一日付けをもってなした別紙命令書

記載の命令(以下「本件命令」という。)中、主文第一項及び第二項を取り消す。

第二 事案の概要

一 事案の要旨

本件は、労働組合の組合員に対してなされた原告の懲戒処分について、組合員ら

の属する組合の上部組織である補助参加人が被告に対し不当労働行為救済を申し立

て、被告がこれを一部認容する旨の救済命令を発したところ、原告がこれを違法で

あるとしてその取消しを請求した事案である。

二 事実経過等

1 原告は、肩書地において、公安委員会の指定を受けて自動車教習所を経営する

株式会社であり、平成二年当時、その従業員総数八三名中、道路交通法に基づく

仮免許検定試験及び本免許検定試験を実施する技能検定員資格者(以下「検定員」

という。)が一五名、技能指導員資格者が六三名、学科指導員資格者が八名在籍

していた(延数)。また、補助参加人は、昭和三七年八月二七日、福岡県内の中小

零細企業の労働者によって結成された個人加盟方式の労働組合である。

原告の従業員四五名は、昭和四九年四月、補助参加人の下部組織である総評・

全国一般労働組合福岡地方本部福岡支部(以下「支部」という。)に加入し、同時

に同支部西福岡自動車専門学校分会(その後、原告の商号変更に伴い、「同支部西

福岡自動車学校分会」と変更。以下「分会」という。)を結成し、平成二年当時

の分会員数は二九名であった。

なお、補助参加人の名称は、平成三年九月二九日の定期大会において、「総評

・全国一般労働組合福岡地方本部」から現在の名称に変更され、これに伴い、支

部、分会とも、名称の冒頭の「総評・」が除かれて現在に至っている。

2 平成二年四月二日、補助参加人及び支部は、原告に対し、平成二年度の賃上げ、
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定年延長等の労働条件の改善、コンピューター導入による労働条件の悪化の是正

の三点につき要求書を提出し、同月一二日午後二時一五分から三時まで開催され

た第一回団体交渉において要求内容の説明を行った。

同年五月九日午後二時一五分から三時まで開催された第二回団体交渉におい

て、原告は、「売上げは上がっているが、指導員一人当たりの卒業生は減ってお

り、有利になる数字があるか否かを検討する。結果として昨年の回答額を下回ら

ないように努力する。」旨回答したが、補助参加人は有額回答がないことに不満

を表明した。

この第二回の団体交渉の後、補助参加人の書記次長Ｘ１(その後同年九月補助

参加人の書記長、平成四年九月二八日同執行委員長に各就任。以下「Ｘ１書記次

長」又は「Ｘ１書記長」という。)は、原告の総務部長Ｙ１(以下「Ｙ１総務部長」

という。)に対して電話を掛け、次回の団体交渉を平成二年五月一八日に行いた

い旨申し入れたところ、Ｙ１総務部長は、賃上げ額の試算ができていないので、

当日団体交渉を行っても具体的な金額の提示はできないと述べたが、Ｘ１書記次

長は、それでもよい旨答えたので、同日の団体交渉が設定された。

同月一八日午後二時一五分から三時まで開催された第三回団体交渉において、

原告は、賃上げ額の検討が遅れていることを説明したうえで、同月二九ないし三

一日のいずれかの日に、内容も含めて有額回答をする旨労働組合側に伝えたとこ

ろ、Ｘ１書記次長は、「次回有額回答がないと赤旗・腕章をと思っている。」旨述

べた。

3 分会は、同月一八日の原告との第三回団体交渉終了後、Ｘ１書記次長も出席の

うえ、職場集会を開催し、この日の団体交渉の結果について分会員に報告をする

とともに以後の闘争方針について議論した結果、賃上げ交渉の促進などを目的と

して赤旗を掲揚し、腕章を着用して就業すること(以下「本件腕章着用闘争」と

いう。)を決定し、支部の了解の下、翌一九日、原告に対して右の趣旨を通告し

たうえ、午前九時二五分から、交通量の多い通りに面した原告の表門及び裏門付

近の原告敷地内において、支部名ないし分会名(ただし、旧名称)を白抜きにした

ポール付きの赤旗各一本を正門脇バイク置場の鉄柱や裏門横鉄柵の支柱に結束す

るなどの方法で掲揚し、午前一〇時から、分会員各自において分会名を記載した

腕章を左上腕部に着用して就労した。

これに対し、原告は、分会に対して、同日午前一一時及び午後一時に口頭で赤

旗の撤去及び腕章の取り外しの警告を行い、同日午後二時三〇分には、同日午後

三時までと時間を切って同様の警告を行うとともに、同時刻までに赤旗の撤去を

しないときは、原告においてこれを行う旨通告し、分会がこれに従わなかったこ

とから、同日午後五時一〇分過ぎころこれを撤去した。

その後も、分会は、表門及び裏門に赤旗を掲揚し、原告がこれを撤去して返還

すると再びこれを掲揚するといった応酬が同年九月一〇日まで繰り返された。

原告は、補助参加人及び分会員らに対して、かかる赤旗の掲揚及び本件腕章着

用闘争は就業規則に違反する行為であって懲戒処分の対象となる旨、口頭又は文

書で、あるいは原告内の黒板に記載する方法で、繰り返し警告した。
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4 同年五月三〇日午後二時一五分から三時まで開催された第四回団体交渉におい

て、原告は、二九名の分会員平均で九五〇七円の賃上げの回答を示したところ、

補助参加人は、分会員中最低の者の賃上げ額が約六八〇〇円であったことを問題

として、これを約九〇〇〇円にするよう要求し、これを原告が受け入れなかった

ため、その後の団体交渉における賃上げ交渉は平行線を辿った。

なお、原告の右回答の時期は、例年の春闘時における回答時期と異ならないも

のであった。

5 同年六月七日午後二時五分から四時五五分まで、原告において係長以上の従業

員の出席する実績検討会議が開催されたところ、分会員一一名は午後三時から腕

章を着用して入室し、原告が腕章の取り外しを命じると右一一名全員が退室した

が、出席しないと職場放棄となる旨告げられ、腕章を外して右会議に出席した。

その際、原告は、本件腕章着用闘争が就業規則違反であり、サービス業である

原告の業務に腕章を着用して従事することで業務に支障を生じることから、かか

る本件腕章着用闘争を中止するよう分会員に対して要求した。

同日、補助参加人及び支部は、原告に対し、同年五月三〇日の賃上げ回答が低

額回答であること及び本件腕章着用闘争が就業規則違反であって懲戒処分の対象

となる旨の原告の警告に対する連名の抗議文を提出したが、その中には、「尚、

当労組は、今後貴社の不当労働行為・労働組合敵視が続けられる場合は、法律に

基づくあらゆる争議行為を行うことを通告する。」との記載及び「問題の早期解

決に向けて充分な時間を持って話し合いが出来るよう昼休みの団体交渉でなく、

就労時間終了後団体交渉が持たれるよう申し入れる」との記載がなされていた。

6 同年六月一二日午後二時一五分から三時まで開催された第五回団体交渉におい

て、補助参加人が賃上げについて最低額を引き上げるよう要求したのに対し、原

告は福岡県下の実情などを説明して右要求には応じられないとの態度を示し、組

合側の申入れにより更に団体交渉を継続することを合意して終了した。

右団体交渉終了後、原告は、分会員で検定員資格を有し、検定業務に従事して

いたＸ２(以下「Ｘ２分会員」という。)に対し、検定業務を停止し、検定員手当

を支給しない旨同日付け文書をもって通告し、また、翌一三日には、同様に分会

員で検定員資格を有し、検定業務に従事していたＸ３(以下「Ｘ３」という。)に

対し、検定業務を停止し、検定員手当を支給しない旨同月一二日付け文書をもっ

て通告した(以下、併せて「検定業務停止処分」という。)ことから、補助参加人

及び支部は、同月一三日、右処分の撤回を連名の文書をもって申し入れた。

また、同日、原告は、道路交通法九八条二項二号(ただし、平成四年法律第四

三号による改正前のもの。)の公安委員会の審査(以下「検定員資格審査」という。)

の受審を希望していた分会員のＸ４及びＸ５(以下「Ｘ４」、「Ｘ５」という。)に

対し、右審査を受審するのに必要な推薦を行わない旨通告した(以下、併せて「受

審拒否処分」という。)。

7 補助参加人は、平成二年六月一五日午後二時一五分から三時まで開催された第

六回団体交渉において検定業務停止処分及び受審拒否処分を撤回するよう要求し

たが、原告がこれに応じなかったため、同月一九日、被告に対して労使関係につ
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いてのあっせんを申請し、労使双方で話し合いが持たれた。

しかし、双方の対立が顕著であったため、被告は、同年七月三日、あっせん案

を出さずに右手続きを打ち切った。

8 補助参加人及び支部は、同年六月二〇日、同年度の夏季一時金についての要求

書を提出したが、同月二七日午後二時一五分から三時まで開催された第七回団体

交渉において話し合いがつかなかったことから、同年七月六日、八日の両日にわ

たって福岡市城南区田島二丁目所在の原告代表取締役社長Ｙ２(以下「Ｙ２社長」

という。)の自宅周辺において原告の労務政策を批判する内容の支部名義のビラ

を配布し、また、支部は、同月七日午後六時四五分ころから七時三〇分ころまで、

原告の労務政策に対する抗議を目的として、原告の許可を得ないで原告の敷地内

において集会を開催した。

原告は、右無許可集会について、同月九日、当時の分会長Ｘ６(以下「Ｘ６分

会長」という。)に対し、就業規則に違反する行為であって、懲戒処分の対象と

なる旨文書で警告した。

9 同日、補助参加人は、検定業務停止処分の撤回、受審拒否処分の撤回及び誠実

な団体交渉実施等を内容として、被告に対し、不当労働行為救済申立を行った(福

岡労委平成二年(不)第七号不当労働行為救済申立事件、以下「七号事件」とい

う。)。

10 原告は、同月一八日午後二時一五分から三時まで開催された団体交渉におい

て夏季一時金の有額回答を同月二五日に行う旨告げて補助参加人の了承を得、同

日午後二時一五分から三時まで開催された団体交渉において夏季一時金の有額回

答を示したうえで、同年八月二日、分会員を除く従業員に対しこれを支給した。

補助参加人はこのことに関し、同日午後二時一五分から三時まで開催された団

体交渉において、「第二回目の団体交渉の最中に非組合員に対して夏季一時金を

支払うとはどういうことか」などと原告に抗議した。

その後の同月八日、補助参加人は原告に対し夏季一時金に関する原告の回答を

了承する旨通知し、これを受けた原告は、同月一一日、分会員に対して夏季一時

金を支給した。

なお、原告は、同年二月五日から四月七日までの間に実施された早朝・休日教

習に従事した従業員のうち係長以下の者全員(分会員Ｘ７〔以下「Ｘ７」という。〕

を含む。)に対し、激励金の名目で一律八万円を夏季一時金と併せて支給した。

11 分会は、原告の労務政策や検定業務停止処分や受審拒否処分などに対して抗

議する目的で、同年八月四日に原告事務所からＹ２社長の自宅まで抗議デモを行

い、Ｙ２社長宅周辺にビラを配布するなどし、また、同年九月一日にも、非組合

員中心になされた激励金支給をも抗議の対象として加えて、同様にデモ行進を行

い、ビラを配布した。

一方、原告は、原告の非組合員で構成される社員相互間の親睦団体である社友

会の発行する社友会ニュースにおいて、社友会の質問に答えるとの形式で補助参

加人の行為に対する批判を行った。

12 同年八月二七日午後八時一〇分から九時一〇分まで開催された団体交渉にお
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いて、補助参加人は夏季一時金の査定の方法につき原告に対して説明を求め、原

告はこれに応じた。右団体交渉終了後、原告は、昭和六三年一一月二日に原告と

補助参加人及び支部との間で締結されていた就業に関する労働協約(変形労働時

間制を実施する際には、目的・期間・具体的運用方法について労使間で事前協議

することなどを内容とする労働協約。以下「本件労働協約」という。)を、平成

二年一一月二日の期間満了とともに失効させる旨通告した。

同年九月一三日午後八時一〇分から九時一〇分まで開催された団体交渉にお

いて、補助参加人が本件労働協約の更新拒否について説明を求めたところ、原

告は、同年七月七日の無許可集会を開催したり、原告を誹謗中傷するビラを配

布する等したため、組合との信頼関係が保てなくなった結果である旨説明した。

13 分会は、原告との労使関係が悪化していく状況を打開するため、同年九月一

一日、それまで継続してきた赤旗の掲揚を中止した。

しかし、原告は、同月一九日に賞罰委員会を開催し、分会員の春闘における

赤旗掲揚及び本件腕章着用闘争等に対する処分について検討し、分会を指揮し

て赤旗掲揚行為及び本件腕章着用闘争を指示し、同年七月七日にも原告に無断

で原告の敷地内で集会を開催した行為について、分会役員六名を譴責処分とし、

また、その余の分会員二三名の同年五月一九日から同年九月一〇日までの間の

本件腕章着用闘争及び再三の指示・警告にもかかわらず腕章着用を中止しなか

った行為について戒告処分をすることとし、同月二五日付けで、分会員らに対

し通告した(以下「第一次懲戒処分」という。)。

なお、第一次懲戒処分に関する被処分者、処分の理由及び内容並びに関係す

る就業規則の内容は、別紙命令書中の理由第 2、2、(18)記載のとおりであり、

右の戒告処分は、原告の就業規則に定められた懲戒処分のうち二番目に軽いも

のであり、賃金査定に影響を及ぼさないものであった。

14 補助参加人及び支部は、連名で、同月二七日、原告に対し第一次懲戒処分の

撤回を求め、右処分等に関する団体交渉の開催を要求するとともに、従来から

の懸案につき前進が見られれば腕章着用はいつでも中止する準備がある旨通告

し、右前進が認められない限り腕章の着用闘争を継続する旨を明らかにした。

原告は、同月二九日に分会員各自に宛てて、本件腕章着用闘争が就業規則に

違反し、懲戒処分の対象となる行為である旨の警告書を交付し、また、同年一

〇月六日には、本件腕章着用闘争に加えて、第一次懲戒処分において分会幹部

に対し提出を要求した始末書及びその余の分会員に対し提出を要求した反省文

(以下、併せて「始末書等」という。)を提出しない行為が就業規則に違反し、

懲戒処分の対象となる行為である旨の警告書を交付した。

補助参加人及び支部は、連名で、同月一一日、第一次懲戒処分の撤回を求め

るとともに原告の労働組合敵視策に抗議し、併せて右処分の撤回等に関する団

体交渉の開催を要求する旨の文書を原告に交付し、これを受けて同月二七日午

後二時一五分から三時まで開催された団体交渉において、検定業務停止処分等

について原告と交渉した。

15 原告は、前記同年一〇月六日以降も、同月二〇日、同年一一月二日、同月一
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九日、同年一二月二二日、平成三年一月一二日、同年二月九日及び同年三月一

六日の合計七回にわたり、本件腕章着用闘争及び始末書等の不提出行為が就業

規則に違反し、懲戒処分の対象となる行為である旨の警告書を分会員らに交付

した。

16 この間、原告と補助参加人との間では、平成二年一一月一六日、同年一二月

八日、平成三年二月一六日、同年三月一三日のそれぞれ午後二時一五分から三

時まで開催された団体交渉において、冬季一時金や、変形労働時間制の導入に

ついて交渉が行われ、また、これと併行して、被告における七号事件の証拠調

等の手続きが継続し、順次証人の審問が実施された。

補助参加人は、七号事件について、平成二年一一月二七日、Ｘ７を除く分会

員全員に対し激励金相当額を支給せよとの救済を、平成三年三月二六日付けで、

Ｘ２分会員及びＸ３に対し速やかに検定員資格の維持に必要な一切の措置を構

ずべき旨、Ｘ４及びＸ５に対し慰謝料各一〇〇万円を支払うとともに、速やか

に検定員資格審査を受けさせこれに必要な一切の措置を講ずべき旨の救済をそ

れぞれ追加して申し立てる一方、同日、申立て中の誠実な団体交渉を求める部

分を取り下げた。

17 同年四月四日午後二時一五分から三時まで開催された団体交渉において、補

助参加人は、平成三年度の春闘要求書を提出し、内容説明を行うとともに、平

成二年度の春闘については原告の示した賃上げ回答をもって妥結したい旨及び

本件腕章着用闘争を終了する旨を原告に告げ、原告もこれを了解した。

分会は、これを受けて、同月五日本件腕章着用闘争を中止した。

18 原告と補助参加人との間で被告において争われていた七号事件については、

平成三年三月二六日に最後の証人の審問が行われた後、和解交渉を経て、同年

五月二日、「労使双方は、今後の経営を取り巻く環境が厳しさを増すことに鑑み、

本件の発生により生起した一切のいきがかりを氷解し、将来の正常な労使関係

と社業の発展を図るため、下記のとおり和解協定する。」との前文の下に、(一)

原告は、Ｘ２分会員及びＸ３の検定員資格の維持に必要な一切の措置を直ちに

講じる、(二)原告は、検定員資格審査の受審者の推薦にあたっては、本人の希

望、適性等を考慮し従業員全て公平に取り扱う、(三)補助参加人は、分会が同

盟罷業を行う場合は、同盟罷業開始の少なくとも三六時間前までに原告に書面

をもって通告するものとし、当事者双方は、速やかに右内容を労働協約として

締結する、(四)補助参加人は、速やかに七号事件の申立てを取り下げるとの内

容の和解(以下「本件和解」という。)が成立した。

同月一八日、原告と補助参加人との間で本件和解の成立を受けて懇親会が持

たれ、原告からはＹ２社長、常務取締役Ｙ３(以下「Ｙ３常務」という。)及び

自動車学校長Ｙ４(以下「Ｙ４校長」という。)が、また、補助参加人側からは

Ｘ１書記長、Ｘ６分会長、副分会長Ｘ８、Ｘ４、執行委員Ｘ９、同Ｘ５及び分

会会計Ｘ３がそれぞれ出席した。

19 原告は、同年六月八日に賞罰委員会を開催し、平成二年九月一一日以降の分

会員らの本件腕章着用闘争行為及び第一次懲戒処分において命じられた始末書
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等の不提出行為を理由として分会員らに対する懲戒処分を行うことを決定し、

これを平成三年六月一〇日付けで分会員らに対し通告した(以下「第二次懲戒処

分」という。)。

補助参加人は、同月一八日午後二時一五分から三時まで開催された団体交渉

において、右懲戒処分について争う旨告げたところ、原告は、被告において和

解が成立したのは補助参加人が申し立てた事項についてのみであり、就業規則

違反としての本件腕章着用闘争については筋を通す旨回答した。

なお、第二次懲戒処分に関する被処分者、処分の理由及び内容は、別紙命令

書中の理由第 2、2、(22)記載のとおりであり、第二次懲戒処分において選択さ

れた譴責処分は、賃金査定に影響を及ぼすものであった。

20 補助参加人は、同年八月一九日、原告に対し、第一次及び第二次懲戒処分を

いずれも撤回し、右各処分がなかったものとして取り扱うことを命じる旨並び

に陳謝文の交付及び掲示を命じる旨の不当労働行為救済を求める申立てを被告

に対してした(福岡労委平成三年(不)第六号不当労働行為救済命令申立事件)。

被告は右申立てに対し、平成五年六月二一日、別紙命令書記載のとおりの本

件命令を発し、本件命令は同年七月二八日原告に送達された。

三 主たる争点

1 本件腕章着用闘争は労働組合の正当な行為といえるか

2 始末書等の不提出行為の懲戒事由該当性

3 第一次及び第二次懲戒処分の不当労働行為該当性

(ただし、第一次懲戒処分のうち、本件訴訟で争われていない分会役員六名に対

する譴責処分の点を除く。)

四 原告の主張

1 本件腕章着用闘争が労働組合の正当な行為といえるかについて

(一) 本件腕章着用闘争は原告の就業規則四〇条六号及び四二条二号に違反し、

同六一条一号の懲戒事由に該当するものであり、かつ、就業時間中の組合活

動として職務専念義務に違反するものであるから、その具体的な態様の如何

を問わず、労働組合の正当な行為となるものではない。

そもそも労働組合法によって許容される争議行為は、ストライキなど、労

務提供義務の完全な、又は一部の停止に限られると考えるべきであり、労務

提供を停止せずにできる本件腕章着用闘争は争議行為とは別個の組合活動で

あるというべきである。

そして、本件腕章着用闘争という組合活動の場合は、労働者が外形的には

本来の業務を行っているため、使用者が賃金カットで対抗できず、これに対

する懲戒処分が許されないとすれば労使が対等な武器を持つべきであるとす

る理念に反して不当である。

また、分会員らには、労働契約上当然に認められる職務専念義務が存在す

るところ、腕章を着用したまま業務に従事するという組合活動は明らかにこ

れに違反するものであるから、その具体的態様や業務阻害性を検討するまで

もなく当然に違法であって、労働組合の正当な行為となる余地のないことは
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判例理論上明らかである(最高裁昭和五七年四月一三日第二小法廷判決参

照)。

(二) 仮に、就業時間中の組合活動の正当性を判断するにあたって、具体的な諸

事情を考慮して検討すべきであるとしても、分会員らの従事する業務の以下

の性質及び本件腕章着用闘争の態様に鑑みれば、本件腕章着用闘争は労働組

合の正当な行為とはなり得ない。

(1) 原告における技能教習業務は、五〇分間の教習時間中、教習生が運転

する自動車の助手席に指導員が座り、一対一の指示、アドバイスを行う

というものであり、指導態度が教習生に対して与える影響は極めて大き

いから、腕章を着用して教習業務を行うことは、全神経を教習に集中す

べき指導員としての立場に反するとともに、業務遂行を著しく阻害する

行為である。

(2) 原告においては、職員の規律を正すとともに、適正な教習を実施して

いることを教習生に印象づけるため、従業員に制服を支給し、その着用

を義務付けているが、本件腕章着用闘争は、右制服着用によって教習生

に与える印象を破壊し、業務遂行を困難とするものであり、現に多数の

教習生が本件腕章着用闘争について不快感を表明している。

(3) 本件腕章着用闘争において、分会員らが着用した腕章は「全国一般福

岡支部西福岡自動車学校分会」と記載されたものであって、目立たない

ものということはできない。

(4) 本件腕章着用闘争において、分会員らは、原告の口頭や文書等による

再三の警告にもかかわらず、執拗にこれを継続しており、その就業規則

違反の程度は極めて高い。

2 始末書等の不提出行為の懲戒事由該当性

本件において、分会員らは原告からの度重なる警告にもかかわらず始末書等を

提出せず、その態度は強硬であって、右所為は、腕章を着用して就業することに

よって職務に専念すべきであるという企業秩序を侵害する行為とは別に、上長の

業務命令に従うべきであるという企業秩序を新たに侵害しており、右乱された企

業秩序を回復するために、原告が、本件腕章着用闘争に対する懲戒処分とは別個

の懲戒処分を実施し得ることは明らかである。

しかも、原告が分会員に要求した始末書等の内容は「いかなる処分を受けても

異議の申立てはしません。」といったような文言を必要としている訳ではなく、

企業秩序維持に必要最小限度のものであって、労働者の内心の自由を侵害するよ

うなものでもないから、この面からも正当な業務命令である。

したがって、右始末書等の不提出行為は、原告の就業規則六一条七号の懲戒事

由に該当する。

3 第一次及び第二次懲戒処分の不当労働行為該当性について

第一次懲戒処分は平成二年五月一九日から同年九月一〇日までの間の分会員ら

の腕章着用行為を、また、第二次懲戒処分は同月一一日から平成三年四月四日ま

での間の分会員らの腕章着用行為及び第一次懲戒処分に基づく始末書等の不提出
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行為をその理由としているところ、右各行為は、いずれも前記 1及び 2において

主張したとおり懲戒事由に該当するから、第一次及び第二次懲戒処分が不当労働

行為に該当しないことは明らかである。

五 被告の主張

１ 本件腕章着用闘争が労働組合の正当な行為といえるかについて

(一) 職務専念義務の内容について

労働者の就業時間中の組合活動が原則的に禁止されるのは、労働者が就業

時間中は労働契約に基づき職務専念義務を負うためであるが、右職務専念義

務は、労働者に対し、精神的肉体的活動の全てを職務遂行に集中させること

を要請するものではなく、労働契約に基づく職務を誠実に履行するために必

要な限りにおいて、その遂行に精神的肉体的活動を集中させることを要請す

るものと解すべきであるから、就業時間中に行われる組合活動行為であって

も、右職務専念義務と両立し、業務遂行や職場規律との関係で支障を生ぜし

めない行為は労働組合の正当な行為として許容される。

本件腕章着用闘争は、腕章を着用することによってその有形的行為は完了

し、肉体的労働力の提供に支障を来すことはあり得ないし、また、組合活動

意識は職務遂行と両立し得ないものではないから、労働組合の正当な行為と

認められる。

(二) 業務阻害性について

本件腕章着用闘争を行った分会員は、教習生と対面して屋内で行う法令等

の講義を担当しておらず、技能教習にのみ従事しているところ、右技能教習

においては、指導員は教習生の運転する車両の左側の助手席に座っており、

腕章は左腕に着用されていたから、教習生の目に止まることは少なく、仮に

業務に対する阻害性が存在したとしても、それは極く僅少である。

また、本件腕章着用闘争に用いられた腕章は、その形状や記載内容が社会

通念を逸脱するものではない。

教習生の中には、本件腕章着用闘争に対する不快感を表明する者もいたが、

右不快感は分会のみに対するものではなく、労使双方に対して正常な労使関

係の確立に向けての努力を促すものとみるべきである。

2 始末書等の不提出行為の懲戒事由該当性について

そもそも、懲戒処分は、労働者の行為に対して一定の不利益を課すことによっ

てそれを将来に向けて戒めるものであり、かつ、それに尽きるのであって、労働

者が内心において反省・悔悛することまでも強制し得るものではないから、単に

それらが認められないこと、又はそれを積極的に表示しないこと、すなわち始末

書等の不提出行為をとらえて、再び懲戒処分を課すことはできない。

始末書等の提出を命ずる命令は、懲戒処分実施のために発せられる命令であっ

て、労務提供の場において発せられる命令ではなく、始末書等の提出の強制は、

個人の意思の自由の尊重という法理念に反することを考慮すれば、懲戒処分発動

の要件となるべき業務上の指示命令にあたらないというべきであって、それにも

かかわらず始末書等の不提出を理由として更に懲戒処分を行うことは、既になさ
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れた懲戒処分を実質的に累加するに等しく、合理性を欠くものである。

3 第一次及び第二次懲戒処分の不当労働行為該当性について

(一) 不当労働行為の成否の判断方法

腕章着用のような就業時間中の組合活動を理由とする懲戒処分が不当労働

行為に該当するか否かの判断においては、労務提供義務・職務専念義務とい

った義務の違反の程度を評価するのではなく、公正な労使関係の確立、労使

対等性の実現という目的から、腕章着用を行った経緯や背景にある使用者側

の対応をも考慮し、総合的な観点に立って懲戒処分の正当性を検討する必要

がある。

本件では、原告の業務内容、分会員らの職務内容、腕章の形状・文言など

から本件腕章着用闘争の有する業務阻害の程度を具体的に判断し、これに、

本件腕章着用闘争に至った経緯、原告の対応、同種の戦術に対する原告の従

前の対応、組合に対する嫌悪感の有無及び第一次懲戒処分後に重ねて第二次

懲戒処分がなされたことなどの具体的事情を加味し、第一次及び第二次懲戒

処分の正当性を判断すべきである。

(二) 原告の行った第一次及び第二次の各懲戒処分について原告の主張する懲戒

事由は、前記 1及び 2に主張したとおり理由がなく、しかもそれらがなされ

た経緯については、被告が別紙命令書理由第 2において認定したとおりの事

実が存在しているから、第一次及び第二次の各懲戒処分について不当労働行

為が成立するとする被告の別紙命令書理由第 3における判断は正当であり、

本件命令に違法はない。

六 補助参加人の主張

1 本件腕章着用闘争が労働組合の正当な行為といえるかについて

本件腕章着用闘争は、以下のとおり労働組合の正当な行為であり、これを理由

とした第一次及び第二次懲戒処分は労働組合法七条一号所定の不当労働行為に該

当する。

(一) 本件腕章着用闘争等の正当性の判断基準

原告は、本件腕章着用闘争が職務専念義務に違反すると主張するが、職務

専念義務とは、労働者が労働契約に基づきその職務を誠実に履行しなければ

ならないという義務であり、具体的に業務を阻害しない行為は、たとえ組合

活動といえども右義務と両立し得ないものではない。

そして、職務専念義務に違反する行為か否かは、使用者の業務や労働者の

職務の性質・内容、当該行動の態様など諸般の事情を勘案して判断すべきで

ある。

(二) 本件腕章着用闘争の正当化事由

(1) 本件腕章着用闘争開始の目的の正当性

補助参加人及び支部は、平成二年四月二日、原告に対し平成二年度春

闘に関する要求書を提出し、同月一二日に開催された第一回団体交渉に

おいて要求事項の説明を行ったが、原告は同月一八日に開催された第三

回団体交渉においても有額回答をしないなど春闘回答を不当に遅延させ
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た。

そこで、分会は、右賃上げ交渉を促進させ、同時に組合員の連帯意識

の強化を図るべく、赤旗の掲揚及び本件腕章着用闘争を行うことを決定

し、実施したものであって、その行為には正当な目的が存在する。

(2) 本件腕章着用闘争における分会の配慮

補助参加人は、原告との平成二年度春闘交渉にあたり、「第一回の回答

指定日にゼロ回答をした場合は直ちに赤旗掲揚・腕章着用の取組みをす

る」旨の補助参加人の平成二年度春闘基本方針に固執せず、話し合いに

よる解決を重視した柔軟な姿勢で臨んでおり、また、検定員が検定業務

に従事する間及び事務職員が受付業務にあたる間は腕章を着用しないこ

ととし、赤旗も、業務に支障のない場所に掲揚する等、業務に対し悪影

響が及ばないように配慮した。

また、赤旗の掲揚も僅か二本であり、実際の掲揚時間も短く、同年九

月一一日には、分会は局面の転換を図るべく自発的にこれを中止してい

る。

さらに、補助参加人及び支部は、問題解決に向けた妥協案を提示し、

問題解決に向けて交渉の前進があればいつでも本件腕章着用闘争を中止

する準備がある旨、原告に対し再三申し入れていた。

2 第一次及び第二次懲戒処分の不当労働行為該当性の主張

原告は、以下に分説するように、分会に対して敵意を抱き、社友会会員を優遇

する反面、分会員に対し不当な不利益処分を行い、補助参加人との和解協定を反

故にするなどの行為に出ている。

これらの事情に鑑みれば、第一次及び第二次懲戒処分は、いずれも、労働組合

の組合員であることの故をもって不利益な取扱いをしようとの原告の意思(不当

労働行為意思)に基づいてなされた不利益な取扱いであり、労働組合法七条一号

所定の不当労働行為に該当することは明らかである。

(一) 原告が分会に対して敵意を抱いていることについて

(1) 管理体制の強化等

原告は、昭和六二年にＹ３常務が原告の労務関係の役員に就いたのを

契機に労務管理体制を強化するなど分会を敵視し始め、昭和六三年には

管理職を増やして、従業員を管理する体制を強化して分会員を監視する

とともに、就業規則を変更し、変形労働時間制の導入など諸条件を大き

く労働者側に不利に変更することを可能とする改悪を実施し、また、平

成元年に、元警察署長のＹ４校長が就任すると、その姿勢は一段と硬直

化し、平成二年には本件労働協約を一方的に破棄するなどした。

(2) 社友会の結成

原告は、昭和六三年、原告の梃入れで、課長をトップとして、非組合

員により第二組合的存在の社友会を結成し、従業員の過半数を組織し、

同年、三六協定の締結者を従来の分会長から社友会会長のＺ１(以下「Ｚ

１会長」という。)に変更した。
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(3) 分会に対する中傷行為

原告は、社友会のニュースに、社友会からの疑問に対する回答という

形式をとって、補助参加人ないし分会に対する敵意を示した文書を配布

していたが、平成二年秋ころからは、分会員差別を公然と表明し、補助

参加人及び分会に対して非難・中傷を行い、露骨に敵意を示すようにな

った。

(4) 不誠実な団体交渉

原告は、補助参加人との団体交渉について、昼食休憩時間に四五分程

度応じるのみであり、原告の代表者であるＹ２社長は団体交渉の席にほ

とんど出席せず、また、第一次回答から一歩も譲らない頑なな交渉姿勢

を取り(そのため、平成二年度春闘については、結局年を越し、翌平成三

年四月四日、補助参加人が譲歩して受け入れるまで妥結することができ

なかった。)、検定業務停止処分や受審拒否処分、激励金差別についても

誠実な交渉に応じず、およそ不誠実な交渉態度を取り続けた。

(5) 本件和解後の嫌がらせ行為

原告は、本件和解後も、高速教習課長Ｙ５(以下「Ｙ５課長」という。)

などの管理職を通じて「地労委に商調協(福岡商工会議所開催の第九七回

商業活動調整協識会、以下「商調協」という。)の委員がいたから、早く

許可を受けるため和解しただけだ。」などと放言し、本件和解について非

を認めて譲歩したのではないとの姿勢及び分会に対する敵対姿勢を対外

的、特に第二組合的存在の社友会に対して誇示するとともに、分会員ら

に対する様々な嫌がらせを繰り返した。

(二) 社友会会員の優遇

(1) 原告は、平成二年、社友会会員だけを対象とした慰労パーティー、大

型船(クルーザー)への招待などの行事を実施して社友会会員を優遇し、

また、社友会の発行する社友会ニュースの発行費用を援助している。

(2) 原告が同年八月一一日に実施した非組合員(ただし、分会員のＸ７を含

む。)に対する一人八万円の「激励金」の支給は、原告と補助参加人との

労使紛争を理由として、同年度の夏季一時金全体を前年度よりも減額し、

その差額を原資とし、繁忙期の協力に応えたとの名目で非組合員を中心

に支給したものであって、実質的には分会員から削り取った賃金を非組

合員に分配したものであり、明らかな分会差別である。

(3) 原告は、社友会の関係者に対しては分会員と差別して、費用を持って

海外旅行をさせるなどの種々の優遇措置を講じている。

(三) 分会員に対する不当な不利益処分

(1) 検定業務停止処分

原告は、平成二年六月一二日付けで、Ｘ２分会員及びＸ３の両名に対

し検定業務停止処分を行ったが、右処分は両名が分会員であることによ

る不当な不利益処分である。

(2) 受審拒否処分
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また、原告は、同月一三日、Ｘ４及びＸ５両名に対し受審拒否処分を

行ったが、右処分は両名が分会員であることによる不当な不利益処分で

ある。

(3) 賃金差別

原告は、第一次懲戒処分以後は右懲戒処分を理由として公然と分会員

を差別した考課査定を行い、第二次懲戒処分以後も同様に賃金及び一時

金の差別支給を続け、分会員らに経済的損失を与え続けている。

(四) 和解協定の反故

補助参加人と原告とが平成三年五月二日に締結した本件和解の協定書に

は、その冒頭において「労使双方は、今後の経営を取り巻く環境が厳しさを

増すことに鑑み、本件の発生により生起した一切のいきがかりを氷解し、将

来の正常な労使関係の確立と社業の発展を図る」と謳い、その目的のために

「下記のとおり協定する。」として、検定業務停止処分の撤回や受審拒否処

分の撤回などを個別的に合意条項として定めているところ、本件腕章着用闘

争は右検定業務停止処分や受審拒否処分の問題解決の手段として行われたも

のであるから、本件腕章着用闘争は当然本件和解の対象とされているもので

ある。

また、本件和解の成立に向けて、補助参加人は同年四月四日、前年から持

ち越した賃金交渉につき譲歩して原告と妥結して本件腕章着用闘争を中止し

ており、また、原告も、それまで執拗に要求していた第一次懲戒処分に基づ

く始末書等の提出要求を控えるに至っているなど、本件和解は原告及び補助

参加人双方の互譲により成立したものであって、その当時、原告が本件腕章

着用闘争を不問に付すことを共通の認識としていたことは明らかである。

そして、本件和解が成立した以上、労使双方は一致協力して社業の発展の

ために努力すべきであり、労使間の過去の紛争を蒸し返すことは、本件和解

の精神に反するものというべきである。

しかるに、原告は、本件腕章着用闘争を本件和解の対象外であるとして、

また、かかる和解の精神を無視し、労使間の信頼関係を破壊して、第二次懲

戒処分を強行した。

七 第一次及び第二次懲戒処分の不当労働行為該当性についての原告の反論

1 原告が分会に対して敵意を抱いていないことについて

(一) 管理体制の強化等について

原告では、平成三年から一八歳人口が逓減することに対応すべく、種々の

経営体制の見直しを行い、昭和五九年ころには経営コンサルタント会社の提

言を容れて課機能の拡充を図る一方、平成三年までは、一八歳人口が増加傾

向にあり、原告への入校生数も増加していたため、これに伴って指導員数を

増加させたのであり、また、昭和六三年四月一日施行された新しい就業規則

についても、分会は、異議なく同意しているから、原告が分会員を監視した

り、労働条件を不利にするために就業規則を改悪したりした旨の補助参加人

の主張は全て言い掛かりにすぎない。
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(二) 分会に対する中傷行為について

補助参加人が主張する社友会ニュースにおける原告の分会に対する記述

は、補助参加人、支部及び分会が行った原告に対する誹謗中傷を受けて書か

れたものであり、原告が一方的に補助参加人、支部及び分会を批判する目的

で書いたものではない。

すなわち、補助参加人、支部及び分会は、平成二年七月六日から八日にか

けて、末尾にＹ２社長の自宅の氏名及び自宅の住所・電話番号を記載し、原

告の労務状況について悪意に満ちた虚偽の事実を記載したビラを配布した。

また、平成二年度の春闘において、補助参加人、支部及び分会は、赤旗の

掲揚及び本件腕章着用闘争開始予定日を通知しておきながら、これより前に

闘争を開始したり、同年六月二七日の団体交渉の席上で、他の自動車学校の

賃上げ状況について事実と全く異なる情報を流したり、同年七月七日には原

告の敷地内で無断集会を開催したりした。

以上の経過からすれば、補助参加人、支部及び分会は、原告に対して恣意

的な対立状況を形成しているのであり、かかる事実を前提とすれば、社友会

ニュースにおける原告の分会に対する記述をもって、原告の分会に対する敵

意を認定するのは早計である。

(三) 不誠実な団体交渉について

補助参加人は、七号事件において、一旦は誠実団体交渉を求める救済命令

の申立てをしておきながら、平成三年三月二六日にこれを取り下げているが、

これは原告の団体交渉態度が不誠実ではないことを補助参加人が認めたもの

である。

また、補助参加人からの夜間団体交渉の要求は、平成二年八月二七日及び

同年九月一三日の二回しかなされておらず、この要求に応じて同年八月二七

日午後八時一〇分から九時一〇分まで開催された団体交渉においては時間が

余った事実もあり、いつも時間切れで終了していたわけではない。

(四) 本件和解後の嫌がらせについて

原告は、補助参加人が主張するような分会に対する嫌がらせをしたことは

ない。

2 社友会会員の優遇との主張について

(一) 社友会の組織と活動

原告は、平成元年二月にＺ１会長を従業員代表として三六協定を締結した

が、Ｚ１会長は全従業員の投票によって決定された全従業員の代表者として

の資格を有していたのであって、原告と社友会との間で三六協定を締結した

ものではなく、また、補助参加人の主張する慰労パーティーやクルージング

等の行事は、いずれも原告ではなく社友会が主催し実行したものであって、

Ｙ２社長らはあくまでも招待客としてパーティーなどに出席したにすぎな

い。

(二) 激励金支給の正当性

原告は、平成二年二月ないし四月の繁忙期に早朝・休日教習を実施するこ
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ととし、同年一月にＺ１会長及びＸ６分会長の両名に対して協力方を要請し

たところ、Ｚ１会長は、激励金支給等の条件付きで協力する旨の意向を示し、

Ｘ６分会長はこれを拒否した。

なお、原告の繁忙期における早朝・休日教習業務に従事した従業員に対し

ては、通常の残業手当である二五パーセントの割増賃金(給与規定三四条)の

ほかに、それに上乗せした金額を支給するのが従前からの慣例であり、例え

ば昭和六三年及び平成元年の繁忙期においては、二五パーセントの割増賃金

及び上乗せ分として、一教程(五〇分)毎に二〇〇〇円を支給しており、組合

員である従業員で早朝・休日教習に従事した者もこの手当の支給を受けてい

たが、この二〇〇〇円は各人に一律のものであり、また、このうちの半分程

度がいわゆる上乗せ分に相当する金額であった。

平成二年の繁忙期における早朝・休日教習業務に従事した従業員に対して

は、支給方法を変更し、まず、二五パーセントの割増賃金については、これ

を各人ごとに計算し、定例給与支給日(給与規定七条、六条)に支給し、割増

賃金を超過する上乗せ分については、これを一律八万円として、同年八月一

一日に支給しているが、このような支給方法については、既に同年一月にＺ

１会長との間で了解済みである。

原告が、Ｘ７を除く分会員に対して激励金を支給しないのは、早朝・休日

教習業務に従事しなかったためであって、当然のことである。

3 分会員に対する不当な不利益処分について

(一) 検定業務停止処分の正当性

原告は、以下の理由を考慮して検定業務停止処分をしたものであって、そ

の処分には十分な合理的理由があるから、右処分がＸ２分会員及びＸ３の両

名が分会員であることを理由にした不当な不利益処分であるとの補助参加人

の主張は理由がない。

(1) 補助参加人及び支部は、平成二年六月七日、「法律に基づくあらゆる争

議行為を行う」旨の抗議文を原告に持参し、その後原告が団体交渉にお

いて、「あらゆる争議行為」とはいかなる争議行為のことを指すのか問い

質したにもかかわらず、一切その内容を明かさなかったことから、原告

は、補助参加人がストライキを行うものと推測した。

(2) 補助参加人は、昭和五一年度、同五五年度、同五六年度、同六二年度

の春闘の際にストライキを実施しているが、いずれも実施の直前一、二

時間になって始めて争議通告を行ういわゆる抜き打ちストであったため、

原告は、補助参加人がストライキを行い、検定員であるＸ２分会員ない

しＸ３がこれに参加した場合、直ちには検定員の補充が利かず、検定業

務に甚大な影響を与えることから、かかる混乱を避けるべく、検定員で

あるＸ２分会員及びＸ３に対する検定業務への任命を一時停止したので

あり、右処分には十分な正当性がある。

(二) 受審拒否処分の正当性

原告は、以下の理由を考慮して受審拒否処分をしたものであって、その処
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分には十分な合理的理由があるから、右処分がＸ４及びＸ５の両名が分会員

であることを理由にした不当な不利益処分であるとの補助参加人の主張は理

由がない。

すなわち、原告は、検定員資格審査に関し、福岡県内の自動車学校間にお

ける受審者のバランスを取るため、推薦総枠を三ないし五名とし、推薦総枠

を超えて受審希望者が出た場合には、勤務成績(考課結果)、コンピューター

予約率、職位及び担当業務の四つの総合判断によってその優先順位を決定し

ていた。

そして、平成二年八月に実施予定の検定員資格審査に際しては、受審希望

者が推薦総枠を超えた七名となったため、勤務評定 E、コンピューター予約

率八五パーセント、職位が係員(最下位)のＸ５及び勤務評定 D、コンピュー

ター予約率九〇パーセント、職位が係員であったＸ４を推薦しないこととし

たのである。

また、Ｘ４は、同年二月実施の検定員資格審査において四課目中三課目に

ついて合格しており、次回の検定員資格審査においては一課目のみ受審し合

格すればよく、また、Ｘ５も四課目中一課目について合格しており、三課目

のみ受審し合格すればよいという状況にあったが、最初から受審した者の平

均合格率も、先に三課目合格し残り一課目のみを受審した者の合格率も同じ

く三割程度であるとの従来の受審結果に鑑みれば、Ｘ４及びＸ５が受審拒否

処分によって著しい不利益を被ったものとはいえない。

(三) 賃金等の差別との主張について

原告は、分会員に対する賃金、一時金考課における不当差別を行ったこと

はない。

4 和解協定の反故との主張について

補助参加人は、本件和解に関する協定書の前文に「本件の発生により生起した

一切のいきがかりを氷解し」との記載があることを根拠に、本件和解以前に発生

している事由に基づき懲戒処分を実施することは許されない旨主張するが、本件

和解の対象は①Ｘ２分会員・Ｘ３両名の検定業務への復帰、②Ｘ４・Ｘ５の検定

員資格審査受審への推薦、③Ｘ２分会員・Ｘ３両名に対する検定停止期間中の手

当の支払い、④補助参加人のストライキに際しての事前通告制度の導入の可否と

いう点であって、結局平成三年五月二日の和解協定においては、右①、②及び④

について合意されたにすぎないのであり、本件腕章着用闘争の是非については対

象とされていない。

また、本件和解において原告と補助参加人とが、過去の紛争を残さず、将来に

向けて労使協調する旨合意したことと、和解成立前の行為に対する懲戒処分の実

施とは別個の問題であるから、第二次懲戒処分が和解の趣旨に反し、労使間の信

頼関係を破壊する信義則違反の行為である旨の補助参加人の主張には理由がな

い。

第三 争点に対する判断

一 本件の争点は、ひっきょう、第一次及び第二次懲戒処分の不当労働行為該当性(争
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点 3)に尽きるものである。

そこで、以下、まず、その判断の前提としての争点 1及び 2についての判断を示

し、次に争点 3の判断に資する事実の認定をしたのち、右争点につき判断すること

にする。

二 本件腕章着用闘争が労働組合の正当な行為であるといえるかについて

1 前記事実によれば、本件腕章着用闘争は原告の就業規則四〇条六号及び四二条

二号に違反し、同六一条一号の懲戒事由に該当し、分会員らが原告の警告にもか

かわらず右行為を続けた点は同六一条七号の懲戒事由に該当するものというべき

である。

しかし、懲戒事由に該当する行為であっても、それが労働組合の正当な行為と

認められる場合には、これを理由として行われる労働組合員に対する不利益な取

り扱いは労働組合法七条一号所定の不当労働行為に該当するというべきであるか

ら、本件腕章着用闘争が労働組合の正当な行為と認められるかについて検討する。

2 一般に、就業時間中の腕章着用は、一方で、労働者の団結を示威し、使用者に

対し心理的圧迫を加え、労働者の要求ないし主張を貫徹する目的及び機能を持ち、

他方で、組合員相互間において連帯感を触発し、団結をより強固にし、使用者と

の交渉にあたって士気を鼓舞する目的及び機能を持つものであって、争議行為的

側面と組合活動的側面の双方を有するが、業務を阻害しなくともその本来的な目

的を達することができるから、直接的には組合員相互の意気高揚を目的としたも

のと見るべきであり、腕章を着用することが労務提供の停止に等しいものである

など特別な事情のない限り、本質的には争議行為ではなく、組合活動であると解

するのが相当である。

本件においても、弁論の全趣旨によれば、補助参加人は、本件腕章着用闘争に

ついて、「組合の団結を固め、原告の早期回答を促すため」の行為であり、「分会

の団結を守り、原告の不当な攻撃に対処するため必要最小限度の組合活動である」

との認識を有していることが認められるから、その主たる目的は組合員の団結等

を維持する点にあったといえる。

3 そこで、さらに、組合活動である本件腕章着用闘争が労働組合の正当な行為で

あったか否かについて検討すると、一般に、労働者は労働契約に基づき、就業時

間中その活動力をもっばら職務の遂行に集中させるべき職務専念義務を負うもの

であって、就業時間中に組合活動を行うことはその具体的態様にかかわらず右職

務専念義務に反するものであるから、使用者の明示・黙示の承諾や労使慣行が成

立しているなど特別の事情がない限り、労働組合の正当な行為にはあたらないも

のと解するのが相当である。

職務専念義務の内容に関する被告及び補助参加人の主張は、独自の解釈に基づ

くものであって、いずれも採用することができない。

三 始末書等の不提出行為の懲戒事由該当性について

被告は、始末書等の不提出行為をとらえて再び懲戒処分を課すことは、労働者の

内心の自由に反して反省・改悛することを強制するものであり、また、既になされ

た懲戒処分を実質的に累加するものである旨主張する。
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確かに、始末書等の提出の命令をもって、対象である労働者の内心の自由に反し

て反省、改悛を強制することができないと解すべきことは被告の主張するとおりで

あり、また、一事不再理の法理は私的制裁規範である就業規則の懲戒事項にも該当

し、同一の懲戒事由に対して二回以上にわたって懲戒処分を課すことは許されない

と解すべきことも被告主張のとおりである。

しかし、労働者は労働契約上企業秩序維持に協力する一般的義務を負うものであ

るから、始末書等の提出を強制する行為が労働者の人格を無視し、意思決定ないし

良心の自由を不当に制限するものでない限り、使用者は非違行為をなした労働者に

対し、謝罪の意思を表明する内容を含む始末書等の提出を命じることができ、労働

者が正当な理由なくこれに従わない場合には、これを理由として懲戒処分をするこ

ともできると解するのが相当である。

そして、証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件において原告が分会員らに対して

要求した始末書等の内容は、個人の意思の自由を不当に制限するものではないと認

めることができるから、始末書等の不提出行為に対して懲戒処分を行うことも許さ

れると解するのが相当であり、この点に関する被告の主張は採用することができな

い。

そうすると、前記事実に照らし、第一次懲戒処分により始末書等の提出を命ぜら

れたにもかかわらず、これを提出しなかった分会員らの行為は、原告の就業規則六

一条七号の懲戒事由に該当するものというべきである。

四 補助参加人は、原告が分会に対して敵意を抱いていた事実、社友会会員を優遇し

ていた事実、分会員に対して不当な不利益処分を行った事実及び和解協定を反故に

した事実が存在し、これらを総合すれば原告の不当労働行為意思が認められる旨主

張するので、これらの事実関係について検討する。

1 原告の分会に対する嫌悪感について

(一) 管理体制の強化について

前記事実、証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、次の各事実を認めること

ができる。

原告は、自動車学校の経営に影響を与える、普通自動車免許取得可能年齢

である一八歳の人口の減少化傾向等に対処するため昭和五九年八月ころ経営

改革に乗り出し、経営コンサルタント会社に依頼した経営診断に関する報告

書の提示を受けて、昭和六〇年一月から技能指導部の職制を従来の二課制か

ら六課制に改め、各課を収支計算の最小単位とする各課損益責任体制を採用

するとともに、課長の権限を強化して各課ごとの管理体制を確立する課制度

の拡充策を実施した。

また、前記一八歳人口のピークは平成三年であって、同年までは入校生徒

数が増加傾向にあることが明らかであったため、原告は、新たな指導員の補

充が必要であると考えて指導員数を増加させたが、昭和六三年ころ原告に就

職した従業員には分会に加入しない者が多かったため、平成元年には、従業

員中の分会員数は過半数を下回るに至った。

原告は、平成二年八月二七日の団体交渉終了後、本件労働協約を更新しな
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い旨通告するとともに、同年九月二六日発行の社友会ニュースにおいて、同

年二月、三月の繁忙期における早朝・休日教習に分会が協力しなかったこと

及び分会員らが事ある毎に年休の取得が困難である旨の発言をしていること

などを理由として「不誠実な組合との間に協定を締結していても無意味であ

るので協定の破棄を通告した」旨の意見を表明した。

(二) 社友会の結成について

前記事実及び証拠によれば、次の各事実を認めることができる。

Ｚ１会長は、原告の技能指導部長Ｙ６(以下「Ｙ６部長」という。)ととも

に、平成二年二月、原告における分会員を除いた従業員によって社友会を結

成し、自ら会長に就任した。

また、このころ、原告の全従業員により、いわゆる三六協定の締結に関す

る従業員代表を誰にするかについて無記名投票が行われたが、社友会の結成

により社友会会員が原告の従業員の過半数を占めるに至っていたため、Ｚ１

会長が従業員代表に選出された。

なお、社友会会則の第二条においては、社友会の会員について、「本会は、

西福岡自動車学校の社員の内、労働組合等に加入していない者により組織す

る。」と規定されている。

(三) 分会に対する原告の対応について

(1) 前記事実及び証拠によれば、原告は、社友会の発行する社友会ニュー

スにおいて、社友会の質問に対する原告の回答及び原告からのお知らせ

といった形式で、別紙社友会ニュース抜粋記載のとおり、補助参加人及

び分会に対する批判を内容とする意見を表明したことを認めることがで

きる。

(2) 一方、前記事実及び証拠によれば、補助参加人は、平成二年七月六日

及び八日、Ｙ２社長の自宅周辺にビラを配布し、また、同年八月四日及

び九月一日には、原告事務所からＹ２社長の自宅までデモ行進を行い、

ビラを配布しているが、これらのビラの中には、「悪質労務管理」、「会社

絶対服従の労務管理体制」、「ものの言えない状態」、「虫ケラ同然に扱

(う)」、「徹底的な弾圧」、「労働者を金で買った虫ケラ同然の考え方を露

骨に出し」、「職場をさらに無権利状態にしていこうとする狙い」などと

いう激しい表現が存在することを認めることができる。

(3) また、証拠によれば、同年六月二七日の団体交渉において、補助参加

人の交渉代表として参加したＸ１書記次長は、原告が「同業他社に比較

してトップクラスの回答をしているのでこれ以上の賃上げ回答はできな

い」旨回答したことに対し、「小郡自動車学校では一万二六〇〇円の回答

をしているので再度賃上げを検討してほしい」旨告げたが、実際には、

小郡自動車学校では組合員ベースで七二五六円のベースアップに留まっ

ていたことを認めることができる。

(四) 不誠実な団体交渉との主張について

前記事実、証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、次の各事実を認めること
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ができる。

(l) 原告と補助参加人との間では、平成二年度の春闘交渉等のため、平成

二年四月一二日から、第二次懲戒処分のなされる直前の同三年六月四日

までに、合計二一回の団体交渉が開催されたが、右団体交渉に原告代表

として出席したのはＹ２社長、Ｙ３常務、Ｙ４校長、Ｙ６部長及びＹ１

総務部長であり、全二一回の団体交渉のうち、Ｙ２社長は五回、Ｙ３常

務は一九回、Ｙ４校長は二一回(全回)出席した。

(2) 原告と補助参加人との団体交渉は午後二時から三時までの昼休みの間

に約四五分間開催するとの慣行があったが、平成二年度の春闘交渉は意

見の食い違いが多く、交渉がなかなか進展しなかったため、昼休みにお

ける団体交渉は時間切れで終わることが多くなり、補助参加人が同年六

月七日、団体交渉を夜間に開催することを要求する文書を原告に交付し

たのをきっかけとして同年八月二七日及び同年九月一三日には就業時間

終了後の午後八時一〇分から九時一〇分まで団体交渉が行われた。

(3) 原告は、同年五月三〇日の第四回の団体交渉において、従業員平均で

約一万〇六〇〇円、分会員平均で九五〇七円という賃上げを回答をし、

これに対して補助参加人は、右回答では分会員の賃上げ最低額が約六八

〇〇円に留まることを指摘し、これを約九〇〇〇円とするよう上積み要

求をした。

しかし、原告は、平成三年四月四日補助参加人との間で妥結するに至

るまで一切右要求に応じなかった。

なお、平成二年度春闘の分会員平均の賃上げ額九七〇五円を福岡県内

における同業他社のものと比較すると、低い水準に留まるものではなく、

むしろ極めて高いレベルに属するものである。

(五) 本件和解後の分会に対する言動について

証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の各事実を認めることができる。

Ｙ５課長は、Ｘ５に対し、平成三年七月二二日ころ、「城野自動車学校の

組合がつぶれたのを知っているか。結果的には組合はつぶれる。」などと、

また、同年九月二五日、「工事期間中に入ると仕事が減るので休んでもらわ

なければならないかも知れない。それを心配している。他の仕事をさせられ

るかも知れない。」などと告げた。

原告の技能指導部第六課の課長であるＹ７は、分会員のＸ１０に対し、同

年一〇月ころ、「城野自校のことを知っているのか。城野自校も全国一般の

組織ですね。あなた達も城野自校の様にするのか。」などと、また、同年一

一月ころ、「地労委で組合側が不利になった場合、あなた達はどうするのか。

全国一般は面倒を見てくれるのか。会社側はもう和解はなく徹底的に争うと

言っていますよ。」などと告げた。

原告の講習担当課長であるＹ８は、分会員のＸ１１に対し、同年一〇月一

九日、「全国一般から給料をもらっているのか。会社からもらっているのな

ら会社の言うことを聞け。始末書を書かなければ今後こういう警告書がどん
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どん出るぞ。」などと告げた。

2 社友会会員の優遇について

(一) 慰労パーティ等

証拠によれば、次の各事実を認めることができる。

(1) 平成二年四月、Ｚ１会長を中心として社友会が発足し、社友会会員に

よる会費制の発足記念パーティーが開催された際、Ｙ２社長、Ｙ３常務

及びＹ４校長の三名は来賓としてこれに出席し、また、同年九月に、社

友会の主催で退職する社友会会員を対象とした会費制による送別会が開

催された際にも来賓としてこれに出席した。

また、社友会は、Ｚ１会長の企画・発案により、同年七月及び八月の

二回、Ｙ２社長の母親である原告の会長所有にかかるヨットを借り受け、

社友会会員を対象としてヨットクルージングパーティーを開催したが、

その際、Ｙ２社長とＹ３常務がヨットの操縦のために右パーティに参加

した。

(2) 社友会が社友会ニュースを発行するにあたっては、その発行責任者で

あるＺ１会長が、Ｙ４校長の許可を受けて原告の所有、管理するワード

プロセッサーや用紙を使用してこれを作成し、社友会会員に配布してい

る。

(二) 激励金について

前記事実、証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実を認めることが

できる。

原告は、従来から、繁忙期に従業員の了解を得て早朝・休日教習業務を行

っており、その際は、事前の労使協定で合意のうえ、業務に従事した従業員

に対する手当として一教程(五〇分)あたり二〇〇〇円を支給していた。

平成二年一月、原告は同年の繁忙期にも早朝・休日教習を行うこととし、

社友会のＺ１会長及び分会のＸ６分会長に対し意向を打診したところ、Ｚ１

会長はこれを基本的に了承したが、Ｘ６分会長はこれを拒否したことから、

原告は、分会員以外の技能指導員を中心として同年の早朝・休日教習を行う

こととし、同年二月五日から同年四月七日までの間の早朝、一教程の早朝教

習を、また、同期間内で三日の休日教習を実施した。

その後、原告は、右早朝・休日教習業務に従事した従業員(分会員である

Ｘ７を含む。)に対して、給与規定に基づく基準内賃金の二五パーセントの

割増賃金を定例給与支給日に支給するとともに、係長以下の従業員に対する

割増賃金を超過する上乗せ分一律八万円を激励金として、同年八月一一日に

支給した。

右激励金の支給については、従来の慣例と異なった計算方法によるもので

あったが、原告はこれについて分会はもとより、Ｚ１会長に対しても事前の

説明をしなかった。

なお、同年度の夏季一時金は労使間の団体交渉の結果、平成元年度よりも

五パーセント以上少ない分会員平均四三万八七九一円で妥結している。
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3 組合員に対する不利益処分について

(一) 検定業務停止処分について

前記事実、証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の各事実を認めるこ

とができる。

(1) 平成二年当時、原告には一五名の検定員が在職しており、これらの検

定員は資格手当として月額一万二〇〇〇円の支給を受けていた。

(2) 原告は、月曜日及び木曜日に本免許検定試験を、火曜日、水曜日及び

金曜日に仮免許検定試験をそれぞれ午前一〇時から実施している。

(3) 原告は、本免許検定試験や仮免許検定試験の各受験者について、検定

受験日の前日午後八時までに願書を提出させたうえ、①受験者を入校に

際して紹介した者でないこと、②受験者の教習の大部分を担当した者で

ないこと、③受験者の補習を担当した者でないこと、④受験者に対する

見極めを行ったものでないこと、の四条件を満たす検定員を選出し、そ

の決定は、検定実施日の午前九時四五分に各検定員に告知する。

検定業務に就くように指示された検定員は、検定開始時刻である午前

一〇時までに、検定に用いる自動車を整備し、かつ、最初の受験者に当

日の検定試験コースを把握させるため、これを乗せて検定試験コースを

一巡する試走を行わなければならない。

(4) 分会は、昭和五一年度、同五五年度、同五六年度、同六二年度にそれ

ぞれストライキを行っているが、決行直前に争議通告をすることが多か

ったため、これを知らずに来校した教習生が教程を受けられないなど、

原告の業務に多大の影響を及ぼした。

昭和六二年七月四日には、前日からの争議通告にもかかわらず分会員

を検定員として組み込んでいたため、早朝の一五分間のストライキの影

響を受け、検定業務の開始時間が遅れた。

(5) 補助参加人及び支部は、平成二年六月七日、同日付け抗議文において、

原告が赤旗の掲揚及び腕章着用闘争に対して懲戒処分の対象となる旨告

げたことに対して抗議するとともに、「今後貴社の不当労働行為・労働組

合敵視が続けられる場合は、法律に基づくあらゆる争議行為を行う」旨

通告し、原告がこれに関して、あらゆる争議行為とはどのような争議行

為を言うのかと質したところ、「あらゆる争議行為はあらゆる争議行為で

ある。」旨回答した。

(6) Ｘ２分会員及びＸ３に対する検定業務停止処分の通告書には、その理

由として、補助参加人が「今後法律に基づくあらゆる争議行為を行う」

ことを通告してきた旨記載されており、かつ、平成二年六月一二日及び

同月一三日にＸ２分会員及びＸ３にこれを手渡す際、原告は、抜き打ち

のストライキなどをされた場合の検定業務への影響を排除するための処

分であることに言及した。

(7) 補助参加人及び支部は、平成二年六月一三日、検定業務停止処分及び

受審拒否処分の撤回を連名の文書をもって要請し、また、補助参加人は
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同月一九日、被告にあっせんを申請した。

被告は、これを受けて同月二一日に事情聴取を行い、また、同月二八

日には労使間における話し合いが持たれたが、原告はその際、被告に対

し、ストライキの二四時間前の事前通告制度の受入れを条件として検定

業務停止処分の撤回に応ずる意向を示した。

しかし、受審拒否処分についての労使の意見の対立が大きく、補助参

加人が右原告の提案に応じなかったため、被告はあっせん案を提示する

ことなく口頭勧告を行い、右あっせん手続を打ち切った。

(8) 原告は、平成二年九月五日に発行された社友会ニュースにおいて、ス

トライキの四八時間前の事前予告制度などが協定されない限り、検定業

務停止処分を継続する旨の意見を発表している。

(9) 原告は、過去のストライキにおいて検定業務停止処分のような処分を

行ったことはなく、また、検定業務停止処分を通告する直前である同年

六月一二日の団体交渉などで、補助参加人に対し、ストライキの事前通

告制度や検定員をストライキの対象外としてほしい旨の申し入れをする

など、より緩やかな対応策を申し入れることはなかった。

(10) 補助参加人は、平成二年度の春闘では結局ストライキを行わず、争議

行為による検定業務への現実の影響はなかったが、Ｘ２分会員及びＸ３

に対する検定員の資格手当の支給は、検定業務停止処分が終了する平成

三年四月までなされなかった。

(二) 受審拒否処分について

前記事実及び証拠によれば、次の各事実を認めることができる。

(1) 原告は、検定員資格審査に際し、従来から三名ないし五名の受審者を

推薦していたが、受審拒否処分以前の受審希望者は五名以内に留まって

いたため、受審希望者で推薦を受けなかった者はいなかった。

一方、平成二年八月に実施された検定員資格審査の受審を希望するも

のは、Ｘ５及びＸ４を含めて総勢で七名であった。

(2) 原告が平成二年五月に実施した勤務評定の成績並びに同年八月時点に

おけるコンピューター予約率及び職位についてみると、Ｘ５及びＸ４は、

右受審希望者七名中六、七番目に位置していた。

(3) Ｙ４校長は、平成二年六月一三日、受審拒否処分をＸ４及びＸ５に通

告するため両名を校長室に呼び出し、直接、検定員資格審査を受けさせ

ない理由を告げ、これに対しＸ４が正式な文書を要求したところ、その

内容を記載したメモを交付したが、右メモの内容は次のとおりであった。

「検定員審査を受けさせない理由

1 検定員は指導員を教養する立場にある。

単に技能だけがすぐれているだけではいけない。

就業規則を平然と破り反省がない指導員は、当校として検定員

審査は受けさせない。

2 6/7 に「あらゆる争議行為を行う」ことを上部組合は通告して
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きた。審査を受けることで如何なる混乱が生じるかしれない。ひ

いては学校の信用失墜になるおそれが多分にある。」

(4) その直後の同年六月一五日の団体交渉において、補助参加人が受審拒

否処分の理由を質したところ、原告は、勤務評定及びコンピューター予

約率等で人員を絞り込んだなどという具体的な説明は行わず、Ｙ４校長

が口頭で告げた前記(3)の内容を繰り返した。

(5) 原告は、同年八月二八日に発行された社友会ニュースの中で、社友会

の質問に答える形でこの問題に触れ、「希望者全員が受審できるとは限り

ません。その希望者の中から、あらゆるデータを加味して検討し、適格

者を選出するのです。就業規則に違反した者などは、不適格の対象とな

ることは当然で、今後の審査においてもこの基本的方針は変わりません。」

との意見を表明した。

4 本件和解締結の経緯及びその後の原告の言動について

前記事実、証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実を認めることができ

る。

平成三年三月二六日、被告における原告と補助参加人との間の七号事件の審理

において、全ての証人の審問が終了したことを受けて、被告は、同年四月一一日

及び同月一八日に和解勧試を行ったが、労使の意見の対立が深く、そのままでは

和解の成立は困難な状況となった。

この間の同年四月四日、補助参加人は前記のとおり平成二年度の春闘要求につ

いて原告の回答を受け入れることを通告し、同月五日から腕章着用を取り止め、

また、原告も、第一次懲戒処分後平成二年九月二九日、同年一〇月六日、同月二

〇日、同年一一月二日、同月一九日、同年一二月二二日、平成三年一月一二日、

同年二月九日、同年三月一六日と継続してきた腕章着用闘争、始末書等の不提出

行為に対する警告書の交付を中止し、同年四、五月には警告書の交付を控える態

度をとった。

被告は、和解が不成立となる様子であったため、七号事件についての最終陳述

を同年四月二五日に行うとともに、念のためもう一度和解を勧試することとし、

同年五月二日に和解期日を設けて和解勧試をしたところ、原告と補助参加人との

間で本件和解が成立した。

原告と補助参加人は、本件和解の成立を受け、爾後の労使関係の正常化を促進

するため、平成三年五月一八日午後六時二〇分ころから焼肉ホルモン料理店にお

いて懇親会を開催し、原告からはＹ２社長、Ｙ３常務、Ｙ４校長が、補助参加人

からはＸ１書記長ほか分会執行部六名がそれぞれ出席して和気あいあいとした和

やかな雰囲気の中で将来の労使協調路線について話し合い、原告が右懇親会にお

いて始末書等の不提出の問題や腕章着用闘争に対する新たな懲戒処分について言

及することはなかった。

ところが、原告は、その後の同年六月八日、賞罰委員会を開催し、分会員らに

対し第二次懲戒処分を行うことを決定し、同月一〇日付けでこれを実行した。

五 以上の事実関係を踏まえ、第一次懲戒処分の不当労働行為該当性について判断す
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る(ただし、本件訴訟においては、第一次懲戒処分のうち、分会役員に対する譴責

処分の点は争われていないので、その余の分会員に対する戒告処分の点についての

み判断することとする。)。

1 前記二に判示したとおり、本件腕章着用闘争はそれ自体懲戒事由に該当する性

質のものであること、第一次懲戒処分の対象となった本件腕章着用闘争は、被告

の度重なる警告にもかかわらず平成二年五月一九日から同年九月一〇日までの四

か月近くの長期間にわたって執拗に継続され、被告の企業秩序に与えた影響は大

きく、懲戒処分を行うべき必要性が認められること、また、第一次懲戒処分にお

いて分会役員を除くその余の分会員になされた戒告処分は、原告の就業規則に定

められた懲戒処分としても二番目に軽く、賃金査定に影響を及ぼすものではない

ことなどを考慮すれば、右懲戒処分とその対象となった行為との間には十分な均

衡がとれているものというべきである。

2 そこで、不当労働行為該当性を基礎づけるものと補助参加人が主張する点につ

いて検討する。

前記事実によれば、原告が昭和六三年に行った課制度の拡充や新規指導員の採

用は合理的であり、これをもって分会員を監視するための管理体制の強化である

ということはできないし、原告と補助参加人との間の団体交渉についても、補助

参加人がその進展や内容に不満を持っていたことは認められるものの、団体交渉

の回数が相当程度に上っていること、Ｙ３常務がほとんど、Ｙ４校長が全ての団

体交渉に出席していること、原告の回答した賃上げ額は同業他社に比較して高額

であること及び春闘回答自体例年の回答時期に比較して遅れているわけではない

こと等の各事情を総合考慮すれば、原告の団体交渉態度が不誠実であったともい

えない。

もっとも、原告が一方的に本件労働協約を破棄したのは労使間の軋轢の結果で

あること、社友会はその規約で会員資格として分会員が除かれており、純粋な親

睦団体というよりも第二組合的団体であると認められるところ、その社友会発行

の社友会ニュースにおいて表明された原告の補助参加人及び分会に対する攻撃的

態度や本件和解後の原告管理職らの分会員らに対する言動を総合考慮すれば、原

告が分会に対して嫌悪感を抱いていたとの事実は優にこれを認めることができ

る。

また、Ｚ１会長は激励金の支給方法を事前に知らなかったこと、Ｘ７以外の分

会員全員(二八名)が激励金の支給を受けられなかったこと、早朝・休日教習に関

して従来支給されていた、給与規程に基づかない上乗せ手当の額は事前の労使交

渉で明確化されていたこと、平成二年度の夏季一時金は前年に比べて五パーセン

ト以上(組合員平均)も引き下げられていること及び社友会ニュースにおいて原告

が表明した意見内容等を総合すれば、原告は平成二年度の繁忙期における早朝・

休日教習業務に分会が協力しなかったことを快しとせず、分会員の大部分がこれ

に参加しなかったことを奇貨として、分会員と社友会会員とを区別して社友会会

員を優遇した手当を支給することとし、それまで労使協定によって一教程一律二

〇〇〇円としていた手当について支給方法を改め、係長以下の従業員に対し所定
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の割増賃金のほかに一律八万円の激励金を支給したものと認定するのが相当であ

る。

そして、右事実に、慰労パーティー等において原告の役員が出席している事実

や社友会ニュースの発行も原告の許可と援助の下に行われていた事実を併せ考え

れば、原告は分会員と社友会会員とを区別し、社友会会員を優遇していたものと

いうべきである。

他方、前記事実によれば、Ｘ２分会員及びＸ３に対する検定業務停止処分並び

にＸ４及びＸ５に対する受審拒否処分はいずれも合理性を有するものというべき

である。

もっとも、Ｙ４校長がＸ４及びＸ５に対し受審拒否処分を告げた際に示した処

分理由中の「就業規則を平然と破り」との表現が本件腕章着用闘争を指すことは

明らかであること、その直後の団体交渉においても原告は勤務評定の結果等の基

準によって判断したものであるとの理由を説明していないこと、原告が社友会ニ

ュースで表明した意見の内容などに鑑みれば、原告が受審拒否処分を行った直接

の動機は、Ｘ４及びＸ５両名が分会員として本件腕章着用闘争に参加していたこ

とにあると認めるのが相当である。

3 以上によれば、第一次懲戒処分を行った平成二年九月二五日当時、原告が分会

に対し嫌悪感を抱いていたこと及び分会員に比して社友会会員を優遇していたこ

と等が認められるが、1 の判断と併せ考えれば、これらの事情のみでは、原告が

不当労働行為意思を決定的動機として第一次懲戒処分を行ったものと認定するこ

とはできないというべきである。

よって、第一次懲戒処分が不当労働行為に該当するとの被告及び補助参加人の

主張は失当であり、本件命令中これを認めた部分は違法であって、取消しを免れ

ない。

六 次に、第二次懲戒処分の不当労働行為該当性について判断する。

1 原告は、第二次懲戒処分の理由として、平成二年九月一一日から翌平成三年四

月四日までの本件腕章着用闘争及び始末書等の不提出行為を掲げているところ、

右各行為は前記二及び三に判示したとおり、それ自体懲戒事由に該当する性質の

ものである。

しかし、本件腕章着用闘争に対する懲戒処分の必要性について検討するに、既

に同様の行為に対する第一次懲戒処分が先行しており、また、本件腕章着用闘争

が第一次懲戒処分後も長期間継続されたのは、補助参加人が検定業務停止処分や

受審拒否処分などの撤回を要求していた七号事件が被告に係属し、審理されてい

たことにも一つの原因があり、しかも右事件が解決に向かって進行する中で本件

腕章着用闘争が自発的に中止され、その結果これらの労使紛争が解決され、本件

和解が成立するに至ったと解される事情に鑑みれば、懲戒処分を行うべき必要性

は第一次懲戒処分の場合に比較して格段に低かったものというべきである。

また、始末書等の不提出行為に対する懲戒処分の必要性について検討するに、

始末書等の不提出行為が継続されたのは、本件腕章着用闘争継続の原因でもある

検定業務停止処分や受審拒否処分などの問題が七号事件として被告に係属し、審
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理されていたことにも一つの原因があるものと解され、その後和解手続きが進行

するに伴って始末書等の不提出行為に対する警告書も交付されなくなり、最終的

には本件和解が成立しているのであるから、始末書等の不提出行為が原告の企業

秩序に与えた影響は僅少と見られ、これに対し殊更懲戒処分を行う必要性はなか

ったものといわざるを得ない。

さらに、第二次懲戒処分において選択された譴責処分は賃金査定に影響を及ぼ

すものであるから、第二次懲戒処分の正当性を認めることは困難である。

2 そこで、不当労働行為該当性を基礎づけるものと補助参加人が主張する点につ

いて検討するに、前記事実によれば、原告は第二次懲戒処分を行った平成三年六

月一〇日当時においても、分会に対し嫌悪感を抱いており、分会員に比して社友

会会員を優遇する態度を有していたものというべきである。また、分会が検定業

務停止処分や受審拒否処分に抗議して腕章着用闘争を継続し、これに端を発する

第一次懲戒処分に派生して始末書等の不提出行為が争われてきた経緯に鑑みれ

ば、本件和解の前文における「本件の発生により生起した一切のいきがかり」に

は本件腕章着用闘争及び始末書等の不提出行為も含まれると解するのが相当であ

り、かつ、原告がそれまで繰り返していた警告書の交付を止めて譲歩する姿勢を

示し、本件和解を成立させたうえ、懇親会まで開いて将来の労使協調路線につい

て懇談をしたにもかかわらず、その後突如として第二次懲戒処分を行ったことは

本件和解の趣旨に反するものというべきである。

3 以上の事実を総合考慮すれば、第二次懲戒処分は、第一次懲戒処分と異なり、

不当労働行為意思を決定的動機としてなされた、労働組合法七条一号所定の不当

労働行為に該当するものと認定するのが相当である。

よって、第二次懲戒処分が不当労働行為に該当するとの被告の判断は相当であ

る。

福岡地方裁判所第五民事部

(別紙 略)
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